
神石高原町庁舎建設事業 
地元説明会 

平成２９年６月２６日 

神石高原町 政策企画課 
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これまでの経過 

 現庁舎（北棟・南棟）は，現行の耐震基準以前に建設されて

おり，耐震診断調査において，建物の耐震性が基準を下回って

おり，地震の振動及び衝撃に対して倒壊し，又は崩壊する危険

性があると判定されました。 

 これを受けて，本年１月，庁内に「神石高原町庁舎建設プロ

ジェクトチーム」を設置し，４月には各種団体を構成員とする「神

石高原町庁舎建設検討委員会」を設置し，１５名の委員により

耐震性の課題解決に向けた調査・検討を進めてきました。 
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 本庁舎の概要 

町長室，副町長・参事室 
総務課，まちづくり推進課，住民課 
産業課，会計課，政策企画課 

議場，議会事務局，福祉課 
環境衛生課 

◆ 昭和３２年建築 〈５９年経過〉 

   RC造 ２階建 ７３８．９５㎡ 

◆ 昭和５４年建築 〈３７年経過〉 

   RC造 ２階建 １，０６３．７３㎡ 

 〈南棟〉              〈北棟〉  
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本庁舎の課題 

① 耐震性の課題 

② 老朽化の課題 

③ 来庁者の利便性の課題 

④ アクセス機能の課題 

4 



① 耐震性の課題 

庁舎名 Is値 Co中性化深さ Co強度 

南 棟 ０．１９ １００．０ ８．８ 

北 棟 ０．６６ １４．４ １６．５ 

※「Ｉｓ値」とは，建物の耐震性能を表す指標であり，一般的には０．６以上あれば， 
 大地震（震度６強～震度７）による倒壊又は崩壊の危険性が低いとされる。 

※中性化が進行し，鉄筋位置（３０mm）に達すると，鉄筋を腐食させ，コンクリート 
 のひび割れ，剥離を引き起こし，構造物の耐力などの性能低下が生じるとされる。 

〈耐震診断の結果（最大値）〉 

※耐震評価機関での評価は，９．０Ｎ/㎟未満の極低強度コンクリート部位を除い
た構造体での評価のみ受付けており，補強の評価が受けられない建物となって
いる。 5 



平成２８年 鳥取地震による亀裂  ⇒ 「震度２」 

住民課 （南棟 １階） 
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② 老朽化の課題 
  ◆ 内装の傷みが激しく，壁面のひび割れ等が見られる。 
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③ 利便性の課題 
  ◆ 一部の部署（保健課，教育課）が別棟に分散していることにより，来庁者の 
    利便性が悪く，不便をかける結果となっている。 
  ◆ 特に本庁舎２階については，通路幅が狭く，来庁者が多い時期には通路が 
    混雑する。 
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④ アクセス機能の課題 
  ◆ 県道から本庁舎までの進入路の幅員が狭く，見通しの悪い箇所もあり危険 
    である。 

県道帝釈峡井関線 

町道宮前線 
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耐震性の課題解決の必要性 
 

●南棟については，建築から５９年が経過し，コンクリート強度の不足により，耐震 
 改修もできない状況となっている。 
 
●北棟については，Ｉｓ値が０．６を上回っているが，防災拠点としての性能からＩｓ値 
 ０．７５以上の耐震性能が必要と考えられる。 
 
●庁舎には，住民生活に関わる多くの機能，重要な情報などが存在している。 
 
●大規模災害が発生した際，町は災害対応の主体として重要な役割を担っており， 
 庁舎は災害対応の拠点として即時に機能しなければならない。 
 
 
 
 

早急な耐震性の課題解決が必要 
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課題解決のためのスケジュール 

庁舎整備の手法に関わらず，町の財政負担を軽減するた
め，合併特例債の活用を優先しなければなりません。 
 
※合併特例債は非常に有利な借入れができる制度で，全体事業費の５％の自己 
 資金で事業ができ，返済する際も元利償還金の７０％が国から交付税として補填 
 を受けることができる。 

合併特例債の適用期限である平成３１年度末まで

に事業を完了させる必要がある。 
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候補地の比較検討 

〈基本的な考え方〉 

①町立病院をはじめとした保健・医療・福祉施設や金融機 

 関，商店，その他生活と直結する施設等の機能を可能な 

 限り集約した「コンパクトシティの形成」 

②町民の利便性向上を図るため，部署（窓口）を集約した 

 「行政サービスのワンストップ化の推進」 

③平成３１年度末が期限となる「合併特例債の活用」 
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検討した候補地 

 ① 候補地Ａ   現庁舎敷地 

 ② 候補地Ｂ   消防屯所予定地周辺 

 ③ 候補地Ｃ   保健センター周辺 

 ④ 候補地Ｄ   旧三和小学校跡地周辺 

 ⑤ 候補地Ｅ   町立病院跡地 

 ⑥ 候補地Ｆ   安田消防周辺 

   ※「実現性」，「安全性」，「利便性」，「拡張性」，「経済性」 
    を評価項目として比較 
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検討委員会での決定事項 

 ①合併特例債を使って建替える。 

 ②候補地の順位は次のとおりとする。 

   ◇第１候補地 ⇒ Ｃ（保健センター周辺）   

   ◇第２候補地 ⇒ Ｄ（旧三和小学校跡地周辺） 

   ◇第３候補地 ⇒ Ｂ（消防屯所予定地周辺） 

６月１２日 町長へ意見書提出 14 



第１候補地（保健センター周辺） 
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今後の予定 〈主なスケジュール〉 

 

〈平成29年度〉 

  用地取得 

  基本計画 

  測量・造成設計 

  建築基本設計 
 

〈平成30年度〉 

  造成工事 

  建築実施設計 

 

 

 

〈平成31年度〉 

建築工事 

備品購入 

 

 

 

平成31年度末 事業完了 
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○想定する庁舎の規模  約３，５００㎡ 
○概算事業費        約１８億８，０００万円 
 



ご清聴ありがとうございました。 
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